
予定
実績
予定
実績

単位ｺｽﾄ

件

予定
実績

単位ｺｽﾄ
予定
実績

単位ｺｽﾄ

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

予定
実績

内

部

評

価

目

標

達

成

状

況

単
位
施
策
達
成
の
た
め
の
事
務
事
業

区分

施策 6402
妥当性 妥当 コスト削減の余地 有 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
地域ブランド対象
業種を越えた連携強化による新たな産業の創出等を図る。施

策
が
目
指
す
姿

地域ブランド開発数 現状値 0件 Ｈ29年度目標値 5件成
果
指
標

平成25年度
0.00
1.00

13,235
8,066

平成26年度
1.00
3.00

11,976
10,326

平成27年度
2.00
7.00

11,976
12,950

平成28年度
3.00

平成29年度
5.00

上位施策「雇用の創出」の目標指標を達成するには、新たな産業、新技術、新製品の創出
が有効と考えられるため、本単位施策による貢献度は高い。貢献度

平成27年度における本市企業のうち市及び県のブランド等に新規認定された商品等は7件あ
り、実績が予定を上回った。達成状況

創業、ビジネスマッチング、６次産業化等への支援が必要である。
課題

産業支援補助事業のＰＲ、地域ブランド等登録の紹介を行うとともに、栃木県産業振興セ
ンター等と連携を図り、知的財産権取得、ビジネスマッチングへの支援に取組む。取組方針

本施策の成果指標の実績は目標を上回っており大いに評価できる。
新産業を創出していくという施策の目的を鑑みれば、地域ブランド開発数のみの成果では
評価が難しいと思われることから、新たな成果指標を検討のうえ、次期計画へ反映すべき
である。
また、本施策に紐付く事業があまりに少ないことから、無予算事業も含めて事業の発掘を
検討すること。施策を進めるために必要な事業がないと判断した場合は、施策の統廃合等
の見直しも併せて進め、来年度の内部評価に方針を示すこと。

外

部

評

価

303301
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

産業支援補助事業費 12,950

平成27年度

100

25100000

産業振興部 商工振興課

新産業創出の推進

単位施策評価表 所属

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]



平成２７年度　　　単位　施策評価表　補表

施策

妥当性 妥当
業種を越えた連携強化による施策であることから妥当であ
る。

コスト削減の余地 有 経常経費の削減に努めていく必要がある。

受益者負担 適正
各種補助において対象経費の1/2としており、現行の事務事
業の執行は適正である。

上位貢献度 有効
業種を越えた連携強化による新たな産業の創出を図ること
から基本施策への貢献度は高い。

類似事業の有無 無 置き換えられる事業は無い。

成果向上の余地 有
創業、ビジネスマッチング、６次産業化等への支援を行うこと
での成果向上の余地は残る。

貢献度

達成状況

課題

取組方針

　6402　　　新産業創出の推進 

内部評価

区分

　創業支援については、単位施策6201「商業の振興」、6202「工業の振
興」の、空き店舗利活用事業や資金融資制度によって支援しているが、
ビジネスマッチングや６次産業化等については、具体的な支援策を検
討するとともに、これによる成果指標についても検討したい。



事
後
評
価
備
考

事
業
改
善
計
画

（改善内容とその効果を具体的に記入）

事
業
費･

指
標
の
推
移

事
業
費

地域ブランド開発数 現状値 0件 Ｈ29年度目標値 5件

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特財

一般財源

事業費 a

人件費 b

減価償却費 c

総事業費
a＋b＋c

結果指標１

結果指標２

指標名 算出方法 単位 事
業
の
事
後
評
価

妥当性
コスト
削減の
余地

受益者
負担

上位
貢献度

類似事業
の有無

成果向上
の余地

事
業
の
内
容

そ
の
成
果

単位：千円、人

事
業
の
概
要

（事業完了（事業期間のない事業は平成３２年度）の目標）

達
成
目
標

市内中小企業者や空き店舗活用者に対して、次の支援事業を実施する。
○産業財産権取得支援
○新製品等開発支援
○経営支援（専門家による相談）
○空き店舗活用促進支援
【主要事業】

事
会計

事業名

款項目 予算事業コード 事業区分 新規／その他 基本施策 単位施策

担当部課
係･担当チーム名 担当者

事業の性質 根拠法令等

主

従

事業期間 全体事業費
（人件費除） 千円

栃木市事務事業評価表 平成２７年度

一般 070102 303301 02 経常的事業 2 その他

産業支援補助事業費 6402 雇用の創出 新産業創出の推進

産業振興部 商工振興課 商業金融係／工業労働係 関 美代子／平本 亘

2 自治事務 栃木市産業財産権取得費補助金交付要綱 等 Ｈ２５ ～ Ｈ２９ 年度 9,200
（事業完了（事業期間のない事業は平成３２年度）までに、誰(何)を、どういう方法で、どうしたいのか。対象、手段の記入）

市内中小企業者の経営力の向上及び商業の活性化を図る。

平成26年度決算額 平成27年度決算見込

0 0

0 0

0 0

6,542 0

34 9,200

6,576 9,200

3,750 3,750

0 0

10,326 12,950

19.00

1,200.00

40.00

1,680.00

平成２６年度 平成２７年度

【事業内容】
中小企業者等に対し支援事業を実施。
・産業財産権取得支援
・新製品等開発支援
・経営支援（専門家による相談支援）
・空き店舗活用促進支援
【成果】
・産業：9件、新製品：1件、経営：3件、
空き店舗：6件の補助を行った

【事業内容】
中小企業者等に対し支援事業を実施。
・産業財産権取得支援
・新製品等開発支援
・経営支援（専門家による相談支援）
・空き店舗活用促進支援
【成果】
・産業：26件、新製品：1件、経営：4件、
空き店舗：9件の補助を行った

補助事業の利用件数

補助事業周知

各補助事業の申請件数 H27目標値 25件

各補助事業のパンフレット配付数 H27目標値 2,400部

件

部 妥当 有 適正 有効 無 有

・中小企業者の動向やニーズを把握するため、中小企業者との情報交換を活発に行い、また、各種補助事業をひ
とつにまとめたパンフレットを効果的に配付し、積極的な情報発信を行う。
・ホームページで閲覧を可能にするなど効果的な情報発信を行うとともに、空き店舗の活用を希望する方のニー
ズを積極的に把握し、より使いやすい制度への見直しを検討する。
・空き店舗活用促進事業については、中小企業創業資金融資制度と連携した利用についても周知を図る。

成
果
目
標

施
策

産業振興部 商工振興課

様式１


